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　アメリカであれどこであれ、紛争が訴訟によって解決されようとする場合、どこの裁判所でどの法律が適用されて解決が図られるかという問題が最初の関門となる。上記教材は、アメリカにおける国際私法（州際私法、抵触法）を具体的な事例を交えて解説した参考書である。
　この書物を教材として、全400頁の設問を１つずつ、回答していくことで、アメリカにおける裁判のあり方と、それに関するルールについて、日本との比較を交えながら検討する。
　進め方は、この教材では、設例と解答が対になって説明してあるので、まずそれを理解すること。参加者に設問を割り振り、理解したところ、わからなかったところを報告してもらい、議論を行うことにしたい。
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第1章　Introduction
◎第1章は、conflict of laws という課題の概要を説明している。
　　それによれば、内容は3つにわかれ、渉外的要素のある事件について、
　　　　①裁判所はどこに行くべきか（行けるか）―裁判管轄権
　　　　②その裁判所で適用される法は何か―準拠法選択
　　　　③裁判所で得られた判決はきちんと承認し執行されるか―判決の承認執行
　　ということであり、いわば渉外裁判法の入り口から出口までを扱うことがわかる
◎Conflict of Laws の概要を知り、そこからinvisible structure（見えざる構造）を探求するのがこの演習の目的となる。第1に、この分野の存在意義が問題となり、伝統的な説明は、comity（礼譲）とallocation of lawmaking authority（裁判の役割分担）だといわれているが，次のような問題がある。
　　　　①日本でいう「国際私法交通の円滑・安全」と同じか，違うか。
　　　　②当事者にとって、どのような意義をもつのか。
◎アメリカでは、国内問題としてConflcit of Lawsがある。したがって、private international lawとは呼べない。同時に、裁判管轄権や準拠法選択では，国内と国際を区別しないのに対し、判決の承認執行では、合衆国憲法の十分な信頼と信用条項のために、他州(sister states)の判決については、当然、承認執行が原則となる点で、国際面（外国判決の取扱い）と異なる側面がある。
１　第1章のlegal termsと基本用語
  conflict of laws, private international law
  personal jurisdiction, choice of law, enforcement of judgment
  personal jurisdiction
      domicile    ＋starring role in choice of law
      minimum contacts
  choice of law
      forum law 
  2 restatements in 1934 and in 1969
  black letter
  spousal immunity, negligence, strictly liable, 
  depeçage
  comity, allocation of lawmaking authority---territoriality, personal status and justice
  Erie doctrine
      diversity of citizenship, subject matter jurisdiction
  recogniition of judgments
      public policy exception
      full faith and credit clause
  libel, defamation, 
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３　第1章の要点
  １）本書の課題conflict of laws（private international law）の意義
    3つの課題　①personal jurisdiction（人的裁判管轄権）
               ②choice of law（準拠法選択）
               ③ enforcement of judgment（州外判決の承認と執行）
　２）personal jurisdictionの決定には domicile （ドミサイル、本拠）が重要
　　　　　なおドミサイルは準拠法選択でも中心的役割
　　　　　憲法上の要件としてのminimum contacts（最低限の接触・連結）
  ３）choice of law
      法廷地法（forum law ）によると限らない
      伝統的ルール（traditional rules）は固定的で明確
　　　しかし現代はそれを変更して新たなアプローチ（modern approaches）をとっている
      ２つのリステイトメント（restatements in 1934 and in 1969）が重要で、そこに法のルールを定式化したもの（black letter）が記述されている
　４）仮設例① Denzel Washington case
      外国での交通事故で配偶者に負傷させた場合
　　　法的にはspousal immunity（配偶者間免責）の有無と、このような事故について、そもそも過失責任（negligence）か厳格責任（無過失責任strictly liable）かが問題となる
　　　depeçageとは、この2点について、別々の国（州）法が適用になってよいとする原則である。
　５）牴触法の存在理由（reasons of choice of law）
      国と国との礼譲（comity）によるというものと、裁判管轄権の国際的（州際的）な合理的役割分担（allocation of lawmaking authority---territoriality, personal status and justice）に基づくというものとがある
  ６）アメリカにおけるforeign vs. domestic 
　　　州外と国外は準拠法選択では区別せず、しかし、外国判決の承認執行で区別あり
　　　それはアメリカ憲法のfull faith and credit clause（十分な信頼と信用条項）による
　　　この憲法上の定めのために他州の判決には十分な信頼と信用、外国判決にはなし
　７）連邦裁判所については Erie doctrineあり
      そもそも連邦裁判所はdiversity of citizenship（州籍の相違）などの事件だけが係属できるのであり、裁判できる事項について制限あり（subject matter jurisdiction事物裁判管轄権に制限あり）
  ８）州外判決の承認執行
　　　承認執行が原則だが、public policy exception（公序の例外）あり
　　　他州の判決には full faith and credit clause
  ９）仮設例Goodhart v. England
     libel（名誉毀損defamationの一種で、slanderと異なり文書による名誉毀損）
